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使用済燃料プール設備に係る補足説明 
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Ⅰ 使用済燃料プール設備の構造強度及び耐震性について 

 

1. ポンプ 

1.1 ２号機一次系ポンプ 

（１）耐震性 

  ２号機一次系ポンプについては、熱交換器、弁等と共にトレーラ上に搭載し、トレ

ーラ含めてユニット化（以下、熱交換器ユニット）することで耐震性を向上させると

ともに、ボルト等で固定することで転倒防止策を講じている。また、熱交換器ユニッ

トについては２号機ＦＳＴＲ（フィルター・スラッジタンクルーム）建屋の床面にア

ンカボルトにより固定することで、転倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性

の評価として、ボルトの強度が確保されること、熱交換器ユニットが転倒しないこと

及びアンカボルトの強度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とし、

耐震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行った。 

 

a.ボルトの強度評価 

   原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601-2008)の横型ポンプの強度評価方法に

準拠して評価を行った。また、ボルトの許容応力については、供用状態 Cs におけ

る許容応力を適用し、ボルトの評価温度は 100℃とみなして、許容応力を求めた。 

評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。 

 

  （ⅰ）評価方法及び条件 

      適用基準：原子力発電所耐震設計技術規程「JEAC4601（2008）」 

           横形ポンプの強度評価方法に準拠して計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ・評価部位：基礎ボルト 

         ・考慮する荷重：地震荷重 / ポンプ振動による荷重 

h 

L 

l1 l2 

転倒支点 

：重心位置 
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         ・計算に用いる数式 

引張力 1)1()(
L
1 lCCmgMhCCmgF PVPPHb  

                  引張応力 
bf

b
b An

F  

                  せん断力 )CC(mgQ PHb  

                  せん断応力 
b

b
b nA

Q  

L  支点としている基礎ボルトより最大引張応力がかかる 

基礎ボルトまでの距離 

m  機器の運転時質量 

g  重力加速度(=9.80665) 

h  据付面から重心までの距離 

MP ポンプ回転により働くモーメント 

   ※基礎ボルトに MP は作用しない 

l1  重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

nf  引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

n  基礎ボルトの本数 

Ab 基礎ボルトの軸断面積  

CH 水平方向設計震度 

CV 鉛直方向設計震度（=0） 

CP ポンプ振動による震度 

 

     ・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定 

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  

ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付

属図表 Part 5 表 8及び表 9より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8より 100℃：194MPa 

Su：表 9より 100℃：373MPa 

 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (194, 0.7×373) = 194 MPa 

 

基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (145,198)  
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= 145 MPa 

fto = F/2*1.5 = 145.5MPa → 145MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×145 – 1.6×3 = 198.2MPa  

→ 198MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  = 112.0 MPa 

 → 112 MPa 

・設計震度：水平方向のみを考慮 

           CH=0.36 

 

（ⅱ）機器要目 

 

L m g h l1 

440[mm] 332[kg] 9.80665 275[mm] 220[mm] 

     

nf n Ab CH CP 

2 4 201.1[mm2] 0.36 0.21 

     

Sy Su F   

194＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

373＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

194[MPa]   

   ＊保守的な評価となるように‘40mm<径≦100mm’の値を使用。 

 

（ⅲ）評価結果 

 

 算出応力 許容応力 

引張 作用しない 145[MPa] 

せん断 3[MPa] 112[MPa] 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要 

 

b.熱交換器ユニットの転倒評価及びアンカボルトの強度評価 

   後述の「3.2 ２号機熱交換器ユニット（１）耐震性」において、水平方向震度 0.36G

で、熱交換器ユニットは転倒しない及び熱交換器ユニットを固定しているアンカボル

トの強度が確保される評価となっている。 
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1.2 ３号機一次系ポンプ 

（１）耐震性 

３号機一次系ポンプについては、熱交換器、弁等と共にトレーラ上に搭載し、トレ

ーラ含めてユニット化（以下、熱交換器ユニット）することで耐震性を向上させると

ともに、ボルト等で固定することで転倒防止策を講じている。また、熱交換器ユニッ

トについては３号機廃棄物処理建屋の床面にアンカボルトにより固定することで、転

倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性の評価として、ボルトの強度が確保さ

れること、熱交換器ユニットが転倒しないこと及びアンカボルトの強度が確保される

ことの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とし、

耐震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行った。 

 

a.ボルトの強度評価 

   原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601-2008)の横型ポンプの強度評価方法に

準拠して評価を行った。また、ボルトの許容応力については、供用状態 Cs におけ

る許容応力を適用し、ボルトの評価温度は 100℃とみなして、許容応力を求めた。 

評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。 

 

（ⅰ）評価方法及び条件 

     適用基準：原子力発電所耐震設計技術規程「JEAC4601（2008）」 

          横形ポンプの強度評価方法に準拠して計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ・評価部位：基礎ボルト 

         ・考慮する荷重：地震荷重 / ポンプ振動による荷重 

         ・計算に用いる数式 

引張力 1)1()(
L
1 lCCmgMhCCmgF PVPPHb  

                  引張応力 
bf

b
b An

F  

h 

L 

l1 l2 

転倒支点 

：重心位置 
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                  せん断力 )CC(mgQ PHb  

                  せん断応力 
b

b
b nA

Q  

L  支点としている基礎ボルトより最大引張応力がかかる 

基礎ボルトまでの距離 

m   機器の運転時質量 

g  重力加速度(=9.80665) 

h  据付面から重心までの距離 

MP ポンプ回転により働くモーメント 

  ※基礎ボルトに MP は作用しない 

l1  重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

nf  引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

n  基礎ボルトの本数 

Ab  基礎ボルトの軸断面積 

CH  水平方向設計震度 

CV  鉛直方向設計震度（=0） 

CP  ポンプ振動による震度 

 

     ・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定 

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  

ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付

属図表 Part 5 表 8及び表 9より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8より 100℃：194MPa 

Su：表 9より 100℃：373MPa 

 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (194, 0.7×373) = 194 MPa 

 

基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (145,198)  

= 145 MPa 

fto = F/2*1.5 = 145.5MPa → 145MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×145 – 1.6×3 = 198.2MPa  

→ 198MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  = 112.0 MPa 
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 → 112 MPa 

 

・設計震度：水平方向のみを考慮 

           CH=0.36 

 

（ⅱ）機器要目 

 

L m g h l1 

440[mm] 332[kg] 9.80665 275[mm] 220[mm] 

     

nf n Ab CH CP 

2 4 201.1[mm2] 0.36 0.21 

     

Sy Su F   

194＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

373＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

194[MPa]   

＊保守的な評価となるように‘40mm<径≦100mm’の値を使用。 

 

（ⅲ）評価結果 

 

 算出応力 許容応力 

引張 作用しない 145[MPa] 

せん断 3[MPa] 112[MPa] 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要 

 

b.熱交換器ユニットの転倒評価及びアンカボルトの強度評価 

   後述の「3.4 ３号機熱交換器ユニット（１）耐震性」において、水平方向震度 0.36G

で、熱交換器ユニットは転倒しない及び熱交換器ユニットを固定しているアンカボルト

の強度が確保される評価となっている。 
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1.3 ４号機一次系ポンプ 

（１）耐震性 

 ４号機一次系ポンプについては、熱交換器、弁等と共に架台に組み込み、架台含めて

ユニット化（以下、熱交換器ユニット）することで、耐震性を向上させるとともに、ボ

ルト等に固定することで転倒防止策を講じている。また、熱交換器ユニットについては

４号機廃棄物処理建屋の床面にアンカボルトにより固定することで、転倒防止策を講じ

ている。これを踏まえ、耐震性の評価として、ボルトの強度が確保されること、熱交換

器ユニットが転倒しないこと及びアンカボルトの強度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とし、耐

震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行った。 

 

a.ボルトの強度評価 

原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601-2008)の横型ポンプの強度評価方法に準拠

して評価を行った。また、ボルトの許容応力については、供用状態 Cs における許容応

力を適用し、ボルトの評価温度は 100℃とみなして、許容応力を求めた。 

  評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。 

 

（ⅰ）評価方法及び条件 

     適用基準：原子力発電所耐震設計技術規程「JEAC4601（2008）」 

          横形ポンプの強度評価方法に準拠して計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ・評価部位：基礎ボルト 

         ・考慮する荷重：地震荷重 / ポンプ振動による荷重 

         ・計算に用いる数式 

           引張力 1)1()(
L
1 lCCmgMhCCmgF PVPPHb  

           引張応力 
bf

b
b An

F  

h 

L 

l1 l2 

転倒支点 

：重心位置 
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           せん断力 )CC(mgQ PHb  

           せん断応力 
b

b
b nA

Q  

L 支点としている基礎ボルトより最大引張応力がかかる基

礎ボルトまでの距離 

m 機器の運転時質量 

g 重力加速度(=9.80665) 

h 据付面から重心までの距離 

MP ポンプ回転により働くモーメント 

    ※基礎ボルトに MP は作用しない 

l1 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

nf 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

n 基礎ボルトの本数 

Ab 基礎ボルトの軸断面積 

CH 水平方向設計震度 

CV 鉛直方向設計震度（=0） 

CP ポンプ振動による震度 

 

    ・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定 

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  

ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付

属図表 Part 5 表 8及び表 9より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8より 100℃：194MPa 

Su：表 9より 100℃：373MPa 

 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (194, 0.7×373) = 194 MPa 

 

基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (145,195)  

=  145MPa 

fto = F/2*1.5 = 145.5MPa → 145MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×145 – 1.6×5 = 195MPa  

→ 195MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  = 112.0 MPa 
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→ 112 MPa 

            

・設計震度：水平方向のみを考慮 

       CH=0.36 

 

（ⅱ）機器要目 

 

L m g h l1 

1090[mm] 2415[kg] 9.80665 670[mm] 545[mm] 

     

nf n Ab CH CP 

4 8 314.2[mm2] 0.36 0.09 

     

Sy Su F   

194＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

373＊[MPa] 
(40mm<径≦100mm) 

194[MPa]   

   ＊保守的な評価となるように‘40mm<径≦100mm’の値を使用。 

 

（ⅲ）評価結果 

 

 算出応力 許容応力 

引張 作用しない 145[MPa] 

せん断 5[MPa] 112[MPa] 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要 

 

 

b.熱交換器ユニットの転倒評価及びアンカボルトの強度評価 

後述の「3.5 ４号機熱交換器ユニット（１）耐震性」において、水平方向震度 0.36G

で、熱交換器ユニットは転倒しない及び熱交換器ユニットを固定しているアンカボル

トの強度が確保される評価となっている。 
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1.4 １～３号機二次系共用ポンプ 

（１）耐震性 

１～３号機二次系共用ポンプについては、屋外に鋼製架台を設置し、架台にボルトで

固定することで転倒防止策を講じている。これを踏まえ､耐震性の評価としてボルトの強

度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とし、耐

震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行った。 

 

ａ．ボルトの強度評価 

原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601-2008)の横型ポンプの強度評価方法に準じ

て､ポンプ基礎ボルトの評価を行った。基礎ボルトの許容応力については､供用状態 Cs

における許容応力を適用し、ボルトの評価温度は 50℃とみなして、許容応力を求めた。 

評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。 

 

（ⅰ）評価方法及び条件 

     適用基準：原子力発電所耐震設計技術規程「JEAC4601（2008）」 

          横形ポンプの強度評価方法に準拠して計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ：重心位置 

L 

l1 
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・評価部位：基礎ボルト 

・考慮する荷重：地震荷重 / ポンプ振動による荷重 

・計算に用いる数式 

引張力 1)1()(
L
1 lCCmgMhCCmgF PVPPHb  

引張応力 
bf

b
b An

F

 
せん断力 )CC(mgQ PHb  

せん断応力 
b

b
b nA

Q  

L  支点としている基礎ボルトより最大引張応力がかかる 

基礎ボルトまでの距離 

m  機器の運転時質量 

g  重力加速度(=9.80665) 

h  据付面から重心までの距離 

MP ポンプ回転により働くモーメント 

※基礎ボルトに MP は作用しない 

l1  重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

nf  引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

n  基礎ボルトの本数 

Ab 基礎ボルトの軸断面積  

CH 水平方向設計震度 

CV 鉛直方向設計震度（=0） 

CP ポンプ振動による震度 

 

・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定 

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  

ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付録材料図表

Part 5 表 8 及び表 9より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8より 50℃：241 MPa 

Su：表 9より 50℃：394 MPa 

 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (241, 0.7×394) = 241 MPa 
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基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (180,247)  

= 180 MPa 

fto = F/2*1.5 = 180.1MPa → 180 MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×180 – 1.6×3 = 247.2MPa → 247 MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  = 139.1 MPa → 139 MPa 

 

・設計震度：水平方向のみを考慮 

CH=0.36 

 

（ⅱ）機器要目  

 

L m g h l1 

740[mm] 219[kg] 9.80665 255[mm] 370[mm] 

     

nf n Ab CH CP 

2 4 113.1[mm2] 0.36 0.21 

     

Sy Su F   

241[MPa] 394[MPa] 241[MPa]   

   

（ⅲ）評価結果 

 

 算出応力 許容応力 

引張 作用しない 180[MPa] 

せん断 3[MPa] 139[MPa] 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要 

 



 

13 
 

2. タンク 

2.1 １～３号機二次系共用サージタンク 

（１）耐震性 

１～３号機二次系共用サージタンクについては、屋外に鋼製架台を設置し、架台にボ

ルトで固定することで転倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性の評価としてボル

トの強度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし、耐震

設計審査指針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

 

ａ．ボルトの強度評価 

原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601-2008)のスカート支持たて置円筒形容器の強

度評価方法に準じて、サージタンク基礎ボルトの評価を行った。基礎ボルトの許容応力

については、供用状態 Csにおける許容応力を適用し、ボルトの評価温度は 50℃とみなし

て、許容応力を求めた。 

評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。 

 

（ⅰ）評価方法及び条件 

     適用基準：原子力発電所耐震設計技術規程「JEAC4601（2008）」 

          スカート支持たて置円筒形容器の強度評価方法に準拠して 

計算を行う。 

・評価部位：基礎ボルト 

    ・考慮する荷重：地震荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ：重心位置 
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記号 記   号   の   説   明 単位 
Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 
Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 
ＣＨ 水平方向設計震度 － 
Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 
Ｃｖ 鉛直方向設計震度（=0） － 
Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 
Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 
Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 
ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 
Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 
Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 
ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 
ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 
ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 
ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 
ｍ０ 容器の運転時質量 kg 
Ｑｂ 機器に作用する水平力 N 
Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 
ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 
ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 
ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 
ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 
α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 
π 円周率 － 
σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 
σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 
τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 JSME S NC1-2005

（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」） 
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    ・計算に用いる数式 

引張力及び圧縮力 

ｃ

ｃｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・・ｍ )－(1－ＣＭ
＝Ｆ

０ｖ g  

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g 

ここで、 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・( ｓ＋ )  

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   

α＝cos－１（1－2・ｋ）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 

 

ｚ・Ｄｃ 

ｋ･Ｄｃ (1－ｋ)・Ｄｃ

ｔ１ 

Ｆｔ 
α 

 １ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 

σｂ 

ｔ２ 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆ
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αααπ

αααπααπ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 ＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ｅ＝

2

 

ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋

2

 

ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋cos ・ 
2

1
 ｚ＝

2

 

 
 

引張応力及び圧縮応力 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ  

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ  

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１  

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ  

α
αααπ

1＋cos

}＋sin)・cos－2・{(
＝Ｃｔ  

α
ααα

1－cos

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ  

 
せん断力 

＝Ｑｂ ＣＨ・ｍ０・g 

 

せん断応力 

ｂｎ・Ａ

Ｑ
＝τ

ｂ
ｂ    

 

・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定 

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  
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ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付録材料図表 

Part 5 表 8 及び表 9より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8より 50℃：231 MPa 

Su：表 9より 50℃：394 MPa 

 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (231, 0.7×394) = 231 MPa 

 

基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (173,235)  

= 173 MPa 

fto = F/2*1.5 = 173.2MPa → 173MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×173 – 1.6×4 = 235.8 MPa  

→ 235 MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  =  133.3 MPa 

 → 133 MPa 

 

（ⅱ）機器要目 

 

m  ｓ g s 

1800[kg] 616[mm] 584[mm] 9.80665 1 

     

n Ab Dbi Dbo Dc 

8 201.1[mm2] 940[mm] 1160[mm] 1100[mm] 

     

Sy Su F   

231＊[MPa] 
(16mm<径≦40mm) 

394＊[MPa] 
(16mm<径≦40mm) 

231[MPa]   

   ＊保守的な評価となるように‘16mm<径≦40mm’の値を使用。 

 

（ⅲ）評価結果 

 算出応力 許容応力 

引張 1[MPa] 173[MPa] 

せん断 4[MPa] 133[MPa] 
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3.熱交換器 

3.1 ２号機熱交換器 

（１）耐震性 

２号機プレート式熱交換器については、一次系ポンプや配管、弁等と共にトレーラ上

に搭載し、トレーラ含めてユニット化（以下、熱交換器ユニット）することで耐震性を

向上させるとともに、ボルト等で固定することで転倒防止策を講じている。また、熱交

換器ユニットについては２号機ＦＳＴＲ（フィルター・スラッジタンクルーム）建屋の

床面にアンカボルトにより固定することで、転倒防止策を講じている。これを踏まえ、

耐震性の評価として、ボルトの強度が確保されること、熱交換器ユニットが転倒しない

こと及びアンカボルトの強度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G に余裕を

持たせた 0.66G、耐震 B クラス相当の評価では求められていないが、メーカ基準として設

定した垂直方向震度 0.33G とし、耐震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行っ

た。   

また、許容応力については、「建築設備耐震設計・施工指針（2005 年版）」の短期許容

応力度（ボルト材質 SS400）を適用した。 

 

a.ボルトの強度評価 

Lｇ（Lｇ’）

ｈｇ

転倒支点

：重心位置

L（L’）
Lｇ（Lｇ’）

ｈｇ

転倒支点

：重心位置：重心位置

L（L’）
 

（ⅰ）評価条件 

・機器質量 Ｗ＝1190[kg]  

   ・重心高さ ｈｇ＝955[mm] 

   ・重心位置（長辺） Ｌｇ＝663[mm] 

   ・重心位置（短辺） Ｌｇ’＝250[mm] 

・基礎ボルト片側本数 nｔ＝1 本 

・基礎ボルト総本数  n＝3 本 

・基礎ボルト断面積 Ａ＝234[mm2]（M20） 

・ボルトスパン（長辺）Ｌ＝968[mm] 
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・ボルトスパン（短辺）Ｌ’＝500[mm] 

・水平震度 Ｋｈ＝0.66 

・鉛直震度 Ｋｖ＝0.33 

 

（ⅱ）評価結果 

  ・基礎ボルトにかかる長辺方向の引張応力 σ１ 

   σ１＝（Ｋｈ×Ｗ×Ｇ×ｈｇ－（Ｗ‐Ｋｖ×Ｗ）×Ｌｇ×Ｇ）／（Ｌ×nｔ×Ａ） 

     ＝（0.66×1190×9.80665×955－（1190－0.33×1190）×663×9.80665）／ 

（968×1×234） 

     ＝9.6 [MPa] → 10［MPa］ 

  

・基礎ボルトにかかる短辺方向の引張応力 σ２ 

   σ２＝（Ｋｈ×Ｗ×Ｇ×ｈｇ－（Ｗ‐Ｋｖ×Ｗ）×Ｌｇ’ ×Ｇ） ／（Ｌ’×nｔ×Ａ） 

     ＝（0.66×1190×9.80665×955－（1190－0.33×1190）×250×9.80665）／ 

（500×1×234） 

     ＝46.2 [MPa]  → 47［MPa］ 
 

  ・基礎ボルト１本にかかるせん断応力 τ１ 

    τ1＝Ｋｈ×Ｗ×Ｇ／( n×Ａ) 

     ＝0.66×1190×9.80665／（3×234） 

     ＝11.0 [MPa] → 11［MPa］ 

 

   許容応力との比較を下表に示す。 

応力評価結果 

部位 材料 応力種類 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

基礎ボルト SS400 

引張 47 176 

せん断 11 101 

発生する引張応力、せん断応力は、基礎ボルト許容応力を下回っており十分な強

度を有している。 

 

b.熱交換器ユニットの転倒評価及びアンカボルトの強度評価 

後述の「3.2 ２号機熱交換器ユニット（１）耐震性」において、水平方向震度 0.36G

で熱交換器ユニットは転倒しない及び熱交換器ユニットを固定しているアンカボルトの

強度が確保される評価となっている。 
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3.2 ２号機熱交換器ユニット 

（１）耐震性 

２号機熱交換器ユニットは、熱交換器、一次系ポンプ、配管及び弁等をトレーラ上に組

み込んだものであり、トレーラ含めて重心が低い構造となっている。熱交換器ユニットは、

床面での転倒及び滑り防止のため、２号機ＦＳＴＲ（フィルター・スラッジタンクルーム）

建屋の床面にアンカボルトにより固定することで、転倒防止策を講じている。また、ユニ

ット内に組み込まれる各機器はフレームにボルト等で強固に固定される構造とし、ユニッ

ト内における転倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性の評価として、「建築設備耐

震設計・施工指針（2005 年版）」を準用し、熱交換器ユニットに対して、転倒に伴う引張力

が発生しない水平力を算出するとともに、アンカボルトの評価を行った。 

なお、アンカボルトの許容荷重はカタログ値を適用した。 

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

 
a.転倒評価 

熱交換器ユニット及びそれを搭載するトレーラの固定部に、転倒に伴う引張力が発生

しない水平力を算出した結果、転倒しない水平力は、水平震度 0.71G の地震時であり、耐

震 B クラス相当の水平方向震度 0.36G に対して余裕があることを確認した。 

 

b.アンカボルト評価 

a.転倒評価にて算出した水平力によるアンカボルトの評価結果を以下に示す。アンカ

ボルトに発生する荷重は、許容荷重を下回っており十分な強度を有している。 

評価結果 

部位 材料 荷重 算出荷重[N] 許容荷重[N] 

アンカボルト ＳＵＳ３０４ 
引張 作用しない 41000 

せん断 30114 58000 

※ 浮き上がりが生じないため引張荷重は評価不要 

 

遮へい板は、熱交換器ユニットの側壁に設置しており、熱交換器ユニットの最大機器荷

重に含み評価している。 
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3.3 ３号機熱交換器 

（１）耐震性 

３号機プレート式熱交換器については、一次系ポンプや配管、弁等と共にトレーラ上

に搭載し、トレーラ含めてユニット化（以下、熱交換器ユニット）することで耐震性を

向上させるとともに、ボルト等で固定することで転倒防止策を講じている。また、熱交

換器ユニットについては３号機廃棄物処理建屋の床面にアンカボルトにより固定するこ

とで、転倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性の評価として、ボルトの強度が

確保されること、熱交換器ユニットが転倒しないこと及びアンカボルトの強度が確保さ

れることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G に余裕を

持たせた 0.66G、耐震 B クラス相当の評価では求められていないが、メーカ基準として設

定した垂直方向震度 0.33G とし、耐震設計審査指針上の耐震 B クラス相当の評価を行っ

た。  

また、許容応力については、「建築設備耐震設計・施工指針（2005 年版）」の短期許容

応力度（ボルト材質 SS400）を適用した。 

 

a.ボルトの強度評価 

 

Lｇ（Lｇ’）

ｈｇ

転倒支点

：重心位置

L（L’）
Lｇ（Lｇ’）

ｈｇ

転倒支点

：重心位置：重心位置

L（L’）
 

（ⅰ）評価条件 

・機器質量 Ｗ＝1190[kg] 

  ・重心高さ ｈｇ＝955[mm] 

  ・重心位置（長辺） Ｌｇ＝663[mm] 

  ・重心位置（短辺） Ｌｇ’＝250[mm] 

・基礎ボルト片側本数 nｔ＝1 本 

・基礎ボルト総本数  n＝3 本 

・基礎ボルト断面積 Ａ＝234[mm2]（M20） 

・ボルトスパン（長辺）Ｌ＝968[mm] 
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・ボルトスパン（短辺）Ｌ’＝500[mm] 

・水平震度 Ｋｈ＝0.66 

・鉛直震度 Ｋｖ＝0.33 

 

（ⅱ）評価結果 

  ・基礎ボルトにかかる長辺方向の引張応力 σ１ 

   σ１＝（Ｋｈ×Ｗ×Ｇ×ｈｇ－（Ｗ‐Ｋｖ×Ｗ）×Ｌｇ×Ｇ）／（Ｌ×nｔ×Ａ） 

     ＝（0.66×1190×9.80665×955－（1190－0.33×1190）×663×9.80665）／ 

（968×1×234） 

     ＝9.6 [MPa]  → 10[MPa] 

  

・基礎ボルトにかかる短辺方向の引張応力 σ２ 

   σ２＝（Ｋｈ×Ｗ×Ｇ×ｈｇ－（Ｗ‐Ｋｖ×Ｗ）×Ｌｇ’ ×Ｇ） ／（Ｌ’×nｔ×Ａ） 

     ＝（0.66×1190×9.80665×955－（1190－0.33×1190）×250×9.80665）／ 

（500×1×234） 

     ＝46.2 [MPa] → 47[MPa] 

 

  ・基礎ボルト１本にかかるせん断応力 τ１ 

    τ1＝Ｋｈ×Ｗ×Ｇ／( n×Ａ) 

     ＝0.66×1190×9.80665／（3×234） 

     ＝11.0 [MPa] → 11[MPa] 

 

   許容応力との比較を下表に示す。 

応力評価結果 

部位 材料 応力種類 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

基礎ボルト SS400 

引張 47 176 

せん断 11 101 

発生する引張応力、せん断応力は、基礎ボルト許容応力を下回っており十分な強

度を有している。 

 

b.トレーラの転倒評価及びアンカボルトの強度評価 

後述の「3.4 ３号機熱交換器ユニット（１）耐震性」において、水平方向震度 0.36G

で熱交換器ユニットは転倒しない及び熱交換器ユニットを固定しているアンカボルトの

強度が確保される評価となっている。 



 

24 
 

3.4 ３号機熱交換器ユニット 

（１）耐震性 

３号機熱交換器ユニットは、熱交換器、一次系ポンプ、配管及び弁等をトレーラ上に組

み込んだものであり、トレーラ含めて重心が低い構造となっている。熱交換器ユニットは、

床面での転倒及び滑り防止のため、３号機廃棄物処理建屋の床面にアンカボルトにより固

定することで、転倒防止策を講じている。また、ユニット内に組み込まれる各機器はフレ

ームにボルト等で強固に固定される構造とし、ユニット内における転倒防止策を講じてい

る。これを踏まえ、耐震性の評価として、「建築設備耐震設計・施工指針（2005 年版）」を

準用し、熱交換器ユニットに対して、転倒に伴う引張力が発生しない水平力を算出すると

ともに、アンカボルトの評価を行った。 

なお、アンカボルトの許容荷重はカタログ値を適用した。 

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

 
a.転倒評価 

熱交換器ユニット及びそれを搭載するトレーラの固定部に、転倒に伴う引張力が発生

しない水平力を算出した結果、転倒しない水平力は、水平震度 1G の地震時であり、耐震

B クラス相当の水平方向震度 0.36G に対して余裕があることを確認した。 

 

b.アンカボルト評価 

a.転倒評価にて算出した水平力によるアンカボルトの評価結果を以下に示す。アンカボ

ルトに発生する荷重は、許容荷重を下回っており十分な強度を有している。 

評価結果 

部位 材料 荷重 算出荷重[N] 許容荷重[N] 

アンカボルト ＳＵＳ３０４ 
引張 作用しない 41000 

せん断 23782 58000 

※ 浮き上がりが生じないため引張荷重は評価不要 

 

遮へい板は、熱交換器ユニットの側壁に設置しており、熱交換器ユニットの最大機器    

荷重に含み評価している。 
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3.5 ４号機熱交換器ユニット 

（１）耐震性 

４号機熱交換器ユニットは、熱交換器、一次系ポンプ、配管及び弁等を架台上に組み込

んだものであり、架台含めて重心が低い構造となっている。熱交換器ユニットは、床面で

の転倒及び滑り防止のため、４号機廃棄物処理建屋の床面にアンカボルトにより固定する

ことで、転倒防止策を講じている。また、ユニット内に組み込まれる各機器はフレームに

ボルト等で強固に固定される構造とし、ユニット内における転倒防止策を講じている。 

これを踏まえ、耐震性の評価として地震の水平荷重による転倒モーメントよりも自重に

よる安定モーメントが大きいことを確認するとともに、アンカボルトの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とし、アン

カボルトの許容荷重はカタログ値を適用した。 

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

l

ｈ

転倒支点

：重心位置

 
 ・製品重量   78400[N] 

・水平重心距離 ｌ＝600[mm] 

 ・重心高さ   ｈ＝1120[mm] 

 ・水平震度     0.36[G] 

 

a.転倒評価 

計算過程を以下に示す。 

［水平荷重］＝［水平震度］×［製品重量］＝ 28224[N] 

［転倒モーメント］＝［水平荷重］×［重心高さ］＝ 31611 [N･m] 

［安定モーメント］＝［製品重量］×［水平重心距離］＝ 47040 [N･m] 

以上から、転倒モーメント＜安定モーメントであり、水平震度 0.36G に対しユニッ

トは転倒しないことを確認した。 

 

b.アンカボルト評価 

アンカボルトの評価結果を下表に示す。水平震度 0.36G によりアンカボルトに発生

する荷重は許容荷重を下回っており、十分な強度を有している。 
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部位 材料 荷重種類 算出荷重[N] 許容荷重[N] 

アンカボルト SS400 相当 
引張 作用しない 381000 

せん断 28224 286000 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要 
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4. 配管 

4.1 １号機配管 

（１）構造強度 

  鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な厚さを

有していることを確認しており、使用済燃料プール循環冷却系における使用条件に対

し、十分な構造強度を有していると評価している。 

 

１号機二次系鋼管の構造強度評価結果※1 
 

材料 
外径 
：D0 
[mm] 

最高 
使用 

圧力：P 
[MPa] 

許容引張 
応力：S 

[MPa] 

公称 
肉厚 
[mm] 

管の計算上 
必要な 
厚さ： 
t[mm] 

炭素鋼 
鋼管の必要
最小厚さ※2 

[mm] 

1 号機 
二次系ライン 

STPG370 60.5 1.0 93 5.5 0.33 2.4 

STPG370 165.2 1.0 93 7.1 0.89 3.8 

STPT370 60.5 1.0 93 5.5 0.33 2.4 

STPT370 165.2 1.0 93 7.1 0.89 3.8 
※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表-1 に定める値 
 

■ 内圧を受ける直管 

最高使用圧力に対する直管の厚さは、（式 1-1）により計算した値および表-1 に定め

る値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。 

 

PS
PDt

8.02
0   （式 1-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

t：管の計算上必要な厚さ（mm） 

P：最高使用圧力（MPa） 

D0：管の外径（mm） 

S：最高使用温度における「設計・建設規格 付

録材料図 表 Part5 表 5」に規定する材料

の許容引張応力（MPa） 

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。 
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表-1 炭素鋼鋼管の必要最小厚さ 

管の外径（mm） 管の厚さ（mm） 

25 未満 1.4 

25 以上 38 未満 1.7 

38 以上 45 未満 1.9 

45 以上 57 未満 2.2 

57 以上 64 未満 2.4 

64 以上 82 未満 2.7 

82 以上 101 未満 3.0 

101 以上 127 未満 3.4 

127 以上 3.8 
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（２）耐震性 

二次系設備のうち、配管の耐震性についての評価結果を示す。 

 

１．評価条件 

 配管は、基本的に、配管軸直角 2 方向拘束サポートを用いた、両端単純支持の配管系

（両端単純支持はり構造）とする。また、配管は水平方向主体のルートを想定し、管軸

方向については、サポート設置フロアの水平方向震度を鉄と鉄の静止摩擦係数 0.52 注）

よりも小さいものとし、地震により管軸方向は動かないものと仮定する。 

 水平方向震度は、耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とする。 

 

２．評価方法 

 水平方向震度が静止摩擦係数よりも小さく、地震により管軸方向は動かないと考えら

れることから、水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価を考える。 

 管軸直角方向の地震による応力は、下図に示す自重による応力の震度倍で表現でき

(4.2)式で表すことができる。 

  ・
Z

wLSw
8

2

  

    Sw:自重による応力[MPa] 

    L:サポート支持間隔[mm] 

    Z：断面係数[mm3] 

    w：等分布荷重[N/mm] 

 

両端単純支持はりの等分布荷重より求まる自重による応力 

  ・Ss=αSw                                  (4.2) 

   

    Sw:自重による応力[MPa]    Ss:地震による応力[MPa]  

    α:水平方向震度          

 

注）日本機械学会編 機械工学便覧 α．基礎編 表 4-1 ,α2-27 

 

また、崩壊制限に「JEAG4601（1984 年版）」のクラス 2 配管の供用状態 Ds の場合の一

次応力制限を用いるとすると、地震評価としては(4.3)式で表すことができる。 

   

  ・S=Sp+Sw+Ss=Sp+Sw+αSw= Sp+(1+α)Sw ≦ 0.9Su    (4.3) 

 

    Sp:内圧による応力[MPa]    Sw:自重による応力[MPa] 

L 
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    Ss:地震による応力[MPa]    S:内圧、自重、地震による応力[MPa] 

    α:水平方向震度          

  

 従って、上記(4.3)式を満足するように、配管サポート配置を設定することにより、

配管は十分な強度を有していると考えることができる。 

 

３．評価結果 

 両端単純支持はりで自重による応力 Sw=40[MPa]の配管サポート配置を仮定する。 

 配管設置フロアの水平方向震度を前述の 0.36、内圧による応力 Sp=10[MPa]、自重に

よる応力 Sw=40[MPa]、許容応力を STPT370[100℃]の 0.9Su=315[MPa]とし、(4.3)に代

入すると以下となる。 

  

・S=Sp+(1+α)Sw = 10+(1+0.36)×40= 64.4[MPa] ≦ 0.9Su = 315[MPa] (4.4) 

  

 また、継手がある場合には、応力係数も存在する。例えば応力係数を 3とし、(4.4)

式の自重による応力 Sw に 3を乗じ、Sw=120[MPa]とすると以下となる。 

 

・S=Sp+(1+α)Sw×3= 10+(1+0.36)×120= 173.2[MPa] ≦ 0.9Su = 315[MPa] (4.5) 

 

 以上のことから、両端単純支持はりで自重による応力 Sw を 40[MPa]程度の配管サポ

ート配置とした場合、発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有する結果となった。 

 なお、１号機代表配管に対するサポート支持間隔等の値を以下に示す。 

（サポート支持間隔が最も長くなる配管を選定） 

 

口径 材質 

サポート

支持間隔

(mm) 

断面係数 

(mm3) 

配管自重

(N/mm) 

配管自重による応力

(MPa) 

50A/Sch80 STPT370 4417.4 11997.94 0.09203 18.71 
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4.2 ２号機配管 

（１）構造強度 

  鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な厚さを

有していることを確認しており、使用済燃料プール循環冷却系における使用条件に対

し、十分な構造強度を有していると評価している。 

 

２号機一次系／二次系鋼管の構造強度評価結果※1 
 

材料 
外径 
：D0 
[mm] 

最高 
使用 

圧力：P 
[MPa] 

許容引張 
応力：S 

[MPa] 

公称 
肉厚 
[mm] 

管の計算上 
必要な 
厚さ： 
t[mm] 

炭素鋼 
鋼管の必要
最小厚さ※2 

[mm] 

２号機 
一次系ライン 

STPG370 114.3 1.0 93 6.0 0.62 3.4 

STPG370 165.2 1.0 93 7.1 0.89 3.8 

STPG370 216.3 1.0 93 8.2 1.16 3.8 

２号機 
二次系ライン 

STPG370 165.2 0.5 93 7.1 0.45 3.8 

STPG370 216.3 0.5 93 8.2 0.59 3.8 
※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表-1 に定める値 
 

■ 内圧を受ける直管 

最高使用圧力に対する直管の厚さは、（式 1-1）により計算した値および表-1 に定め

る値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。 

 

PS
PDt

8.02
0   （式 1-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

t：管の計算上必要な厚さ（mm） 

P：最高使用圧力（MPa） 

D0：管の外径（mm） 

S：最高使用温度における「設計・建設規格 付

録材料図 表 Part5 表 5」に規定する材料

の許容引張応力（MPa） 

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。 
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表-1 炭素鋼鋼管の必要最小厚さ 

管の外径（mm） 管の厚さ（mm） 

25 未満 1.4 

25 以上 38 未満 1.7 

38 以上 45 未満 1.9 

45 以上 57 未満 2.2 

57 以上 64 未満 2.4 

64 以上 82 未満 2.7 

82 以上 101 未満 3.0 

101 以上 127 未満 3.4 

127 以上 3.8 
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（２）耐震性 

一次系設備のうち、既設取合～熱交換器ユニット間の配管についての耐震性の評価結

果を示す。 

 

１．解析条件 

・解析モデル： 

    既設 FG69A～熱交換器ユニット：KFPC-901  

    熱交換器ユニット～既設 FE52A：KFPC-902 

・水平地震力：耐震 B クラス相当の評価である 0.36G 

・鉛直地震力：耐震 B クラス相当の評価では求められていないが、鉛直方向における

地震加速度大トリップ設定値である 100Gal の担保として 0.10G 

・配管仕様：解析に用いた配管仕様を以下に示す。 

      

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．評価結果 

   以下に配管の応力評価結果を示す。 

   

応力評価結果 

 一次応力[MPa] 許容応力[MPa] 

既設 FG69A 

～熱交換器ユニット 
77 189 

熱交換器ユニット 

～既設 FE52A 
46 189 

配管仕様 
呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 
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38 
 

 



 

39 
 



 

40 
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4.3 ３号機配管  

（１）構造強度  
  鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な厚さを

有していることを確認しており、使用済燃料プール循環冷却系における使用条件に対

し、十分な構造強度を有していると評価している。  
 

３号機一次系／二次系鋼管の構造強度評価結果※ 1 
 

材料  
外径  
：D0 
[mm] 

最高  
使用  

圧力：P 
[MPa] 

許容引張  
応力：S 

[MPa] 

公称  
肉厚  
[mm] 

管の計算上  
必要な  
厚さ：  
t[mm] 

炭素鋼  
鋼管の必要
最小厚さ※ 2 

[mm] 

３号機  
一次系ライン  

STPG370 114.3 1.0 93 6.0 0.62 3.4 
STPG370 165.2 1.0 93 7.1 0.89 3.8 
STPG370 216.3 1.0 93 8.2 1.16 3.8 

３号機  
二次系ライン  

STPG370 165.2 0.5 93 7.1 0.45 3.8 
STPG370 216.3 0.5 93 8.2 0.59 3.8 

※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表 -1 に定める値  
 

■ 内圧を受ける直管  
最高使用圧力に対する直管の厚さは、（式 1-1）により計算した値および表 -1 に定

める値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。  
 

PS
PDt

8.02
0   （式 1-1）  

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

t：管の計算上必要な厚さ（mm）  

P：最高使用圧力（MPa）  

D0：管の外径（mm）  
S：最高使用温度における「設計・建設規格 

付録材料図 表 Part5 表 5」に規定す

る材料の許容引張応力（MPa）  

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。  
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表 -1 炭素鋼鋼管の必要最小厚さ  

管の外径（mm）  管の厚さ（mm）  

25 未満  1.4 

25 以上 38 未満  1.7 

38 以上 45 未満  1.9 

45 以上 57 未満  2.2 

57 以上 64 未満  2.4 

64 以上 82 未満  2.7 

82 以上 101 未満  3.0 

101 以上 127 未満  3.4 

127 以上  3.8 
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（２）耐震性  

一次系設備のうち、既設取合～熱交換器ユニット間の配管についての耐震性の評価結果

を示す。  
 

１．解析条件  

・解析モデル：  
    既設 FG101B～熱交換器ユニット：KFPC-901  

    熱交換器ユニット～既設ストレーナ 29B：KFPC-902 

・水平地震力：耐震 B クラス相当の評価である 0.36G 

・鉛直地震力：耐震 B クラス相当の評価では求められていないが、鉛直方向における

地震加速度大トリップ設定値である 100Gal の担保として 0.10G 

・配管仕様：解析に用いた配管仕様を以下に示す。  
      

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
２．評価結果  

  以下に配管の応力評価結果を示す。  
  

応力評価結果  

 一次応力 [MPa] 許容応力 [MPa] 

既設 FG101B 

～熱交換器ユニット  
83 173 

熱交換器ユニット  
～既設ストレーナ 29B 

53 173 

 

配管仕様  
呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 
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52 
 

 



 

53 
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55 
 

 



 

56 
 

 



 

57 
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4.4 ４号機配管  

（１）構造強度  
  鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な厚さを

有していることを確認しており、使用済燃料プール循環系における使用条件に対し、

十分な構造強度を有していると評価している。  
 

４号機一次系鋼管の構造強度評価結果※1 
 

材料  
外径  
：D0 
[mm] 

最高  
使用  

圧力：P 
[MPa] 

許容引張  
応力：S 

[MPa] 

公称  
肉厚  
[mm] 

管の計算上  
必要な  
厚さ：  
t[mm] 

炭素鋼  
鋼管の必要
最小厚さ※ 2 

[mm] 

４号機  
一次系ライン  

STPT370 114.3 1.0 93 6.0 0.62 3.4 

STPT370 165.2 1.0 93 7.1 0.89 3.8 

STPT410 114.3 1.0 103 6.0 0.56 3.4 

STPT410 165.2 1.0 103 7.1 0.80 3.8 

SUS304TP 114.3 1.0 122 6.0 0.47 －  
※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表 -1 に定める値  
 

■ 内圧を受ける直管  
最高使用圧力に対する直管の厚さは、（式 1-1）により計算した値および表 -1 に定

める値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。  
 

PS
PDt

8.02
0   （式 1-1）  

 

 

 
 

 

 

t：管の計算上必要な厚さ（mm）  

P：最高使用圧力（MPa）  

D0：管の外径（mm）  

S：最高使用温度における「設計・建設規格 

付録材料図 表 Part5 表 5」に規定す

る材料の許容引張応力（MPa）  

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。  
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表 -1 炭素鋼鋼管の必要最小厚さ  

管の外径（mm）  管の厚さ（mm）  

25 未満  1.4 

25 以上 38 未満  1.7 

38 以上 45 未満  1.9 

45 以上 57 未満  2.2 

57 以上 64 未満  2.4 

64 以上 82 未満  2.7 

82 以上 101 未満  3.0 

101 以上 127 未満  3.4 

127 以上  3.8 
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（２）耐震性  

一次系設備のうち、配管の耐震性についての評価結果を示す。 

 

１．評価条件 

 配管は、基本的に、配管軸直角 2 方向拘束サポートを用いた、両端単純支持の配管

系（両端単純支持はり構造）とする。また、配管は水平方向主体のルートを想定し、

管軸方向については、サポート設置フロアの水平方向震度を鉄と鉄の静止摩擦係数 0.52
注）よりも小さいものとし、地震により管軸方向は動かないものと仮定する。 

 水平方向震度は、耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とする。 

 

２．評価方法 

 水平方向震度が静止摩擦係数よりも小さく、地震により管軸方向は動かないと考え

られることから、水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価を考える。 

 管軸直角方向の地震による応力は、下図に示す自重による応力の震度倍で表現でき

(4.6)式で表すことができる。 

 

 

 

 

 ・ 
Z

wLSw
8

2

                           

 

    Sw:自重による応力[MPa] 

    L:サポート支持間隔[mm] 

    Z：断面係数[mm3] 

    w：等分布荷重[N/mm] 

 

両端単純支持はりの等分布荷重より求まる自重による応力 

 

 

  ・Ss=αSw                                  (4.6) 

   

    Sw:自重による応力[MPa]    Ss:地震による応力[MPa]  

    α:水平方向震度          

注）日本機械学会編 機械工学便覧 α．基礎編 表 4-1 ,α2-27 

また、崩壊制限に「JEAG4601（1984 年版）」のクラス 2 配管の供用状態 Ds の場合の

一次応力制限を用いるとすると、地震評価としては(4.7)式で表すことができる。 

   

  ・S=Sp+Sw+Ss=Sp+Sw+αSw= Sp+(1+α)Sw ≦ 0.9Su    (4.7) 

L 
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    Sp:内圧による応力[MPa]    Sw:自重による応力[MPa] 
    Ss:地震による応力[MPa]    S:内圧、自重、地震による応力[MPa] 

    α:水平方向震度          

  

 従って、上記(4.7)式を満足するように、配管サポート配置を設定することにより、

配管の崩壊は抑制できる。 

 

３．評価結果 

 両端単純支持はりで自重による応力 Sw=40[MPa]の配管サポート配置を仮定する。 

 配管設置フロアの水平方向震度を前述の 0.36、内圧による応力 Sp=10[MPa]、自重に

よる応力 Sw=40[MPa]、許容応力を STPT370[100℃]の 0.9Su=315[MPa]とし、(4.7)に代

入すると以下となる。 

  

・S=Sp+(1+α)Sw = 10+(1+0.36)×40= 64.4[MPa] ≦ 0.9Su = 315[MPa] (4.8) 

  

 また、継手がある場合には、応力係数も存在する。例えば応力係数を 3 とし、(4.8)

式の自重による応力 Sw に 3 を乗じ、Sw=120[MPa]とすると以下となる。 

 

・S=Sp+(1+α)Sw×3= 10+(1+0.36)×120= 173.2[MPa] ≦ 0.9Su = 315[MPa] (4.9) 

 

 以上のことから、両端単純支持はりで自重による応力 Sw を 40[MPa]程度の配管サポ

ート配置とした場合、発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有する結果となった。 

 なお、4 号機代表配管に対するサポート支持間隔等の値を以下に示す。 

（サポート支持間隔が最も長くなる配管を選定） 

 

口径  材質  
サポート支

持間隔(mm) 

断面係数  
(mm3) 

配管自重

(N/mm) 
配管自重による応力

(MPa) 

150A/Sch40 STPT370 4184.8 133662.25 0.4473 7.33 
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4.5  １，４号機フレキシブルチューブ 

（１）耐震性  
１，４号機フレキシブルチューブは、フレキシビリティを有しており、地震変位によ

る有意な応力は発生しないと考えられる。フレキシブルチューブの仕様を以下に示す。  
 

  フレキシブルチューブ仕様 

名 称  仕 様  
１号機二次系フレキシ

ブルチューブ 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A 相当／0.5mm 

SUS304 

1.0MPa 

60℃ 

４号機一次系フレキシ

ブルチューブ 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当／0.4mm 

150A 相当／0.5mm 

SUS316L 

1.0MPa 

100℃ 
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4.6 １～３号機二次系共用配管  

（１）構造強度  
  鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な厚さを

有していることを確認しており、使用済燃料プール循環冷却系における使用条件に対

し、十分な構造強度を有していると評価している。  
 

１～３号機二次系共用配管の構造強度評価結果※ 1 
 

材料  
外径  
：D0 
[mm] 

最高  
使用  

圧力：P 
[MPa] 

許容引張  
応力：S 

[MPa] 

公称  
肉厚  
[mm] 

管の計算上  
必要な  
厚さ：  
t[mm] 

炭素鋼  
鋼管の必要
最小厚さ※ 2 

[mm] 

１～３号機  
二次系ライン  

STPG370 60.5 0.5 93 5.5 0.17 2.4 

STPG370 76.3 0.5 93 5.2 0.21 2.7 

STPG370 89.1 0.5 93 5.5 0.24 3.0 

STPG370 114.3 0.5 93 6.0 0.31 3.4 

STPG370 165.2 0.5 93 7.1 0.45 3.8 
※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表 -1 に定める値  
 

■ 内圧を受ける直管  
最高使用圧力に対する直管の厚さは、（式 1-1）により計算した値および表 -1 に定

める値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。  
 

PS
PDt

8.02
0   （式 1-1）  

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

t：管の計算上必要な厚さ（mm）  

P：最高使用圧力（MPa）  

D0：管の外径（mm）  

S：最高使用温度における「設計・建設規格 

付録材料図 表 Part5 表 5」に規定す

る材料の許容引張応力（MPa）  

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。  
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表 -1 炭素鋼鋼管の必要最小厚さ  

管の外径（mm）  管の厚さ（mm）  

25 未満  1.4 

25 以上 38 未満  1.7 

38 以上 45 未満  1.9 

45 以上 57 未満  2.2 

57 以上 64 未満  2.4 

64 以上 82 未満  2.7 

82 以上 101 未満  3.0 

101 以上 127 未満  3.4 

127 以上  3.8 

 

（２）耐震性  
二次系設備のうち、配管の耐震性についての評価結果を示す。 

 

１．評価条件 

 配管は、基本的に、配管軸直角 2 方向拘束サポートを用いた、両端単純支持の配管

系（両端単純支持はり構造）とする。また、配管は水平方向主体のルートを想定し、

管軸方向については、サポート設置フロアの水平方向震度を鉄と鉄の静止摩擦係数 0.52
注）よりも小さいものとし、地震により管軸方向は動かないものと仮定する。 

 水平方向震度は、耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とする。 

 

２．評価方法 

 水平方向震度が静止摩擦係数よりも小さく、地震により管軸方向は動かないと考え

られることから、水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価を考える。 

 管軸直角方向の地震による応力は、下図に示す自重による応力の震度倍で表現でき

(4.10)式で表すことができる。 

  ・
Z

wLSw
8

2

  

 

    Sw:自重による応力[MPa] 

    L:サポート支持間隔[mm] 

    Z：断面係数[mm3] 

    w：等分布荷重[N/mm] 

 

両端単純支持はりの等分布荷重より求まる自重による応力 

 

 

 

L 
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  ・Ss=αSw                                  (4.10) 

   

    Sw:自重による応力[MPa]    Ss:地震による応力[MPa]  

    α:水平方向震度          

 

注）日本機械学会編 機械工学便覧 α．基礎編 表 4-1 ,α2-27 

 

また、崩壊制限に「JEAC4601（2008 年版）」のクラス 3 配管の供用状態 Cs の場合の一

次応力制限を用いるとすると、地震評価としては(4.11)式で表すことができる。 

   

  ・S=Sp+Sw+Ss=Sp+Sw+αSw= Sp+(1+α)Sw ≦ 1.0Sy    (4.11) 

 

    Sp:内圧による応力[MPa]    Sw:自重による応力[MPa] 

    Ss:地震による応力[MPa]    S:内圧、自重、地震による応力[MPa] 
    α:水平方向震度          

  

 従って、上記(4.11)式を満足するように、配管サポート配置を設定することにより、

配管は十分な強度を有していると考えることができる。 

 

３．評価結果 

 両端単純支持はりで自重による応力 Sw=30[MPa]の配管サポート配置を仮定する。 

 配管設置フロアの水平方向震度を前述の 0.36G，内圧による応力 Sp=7[MPa]，自重に

よる応力 Sw=30[MPa]，許容応力を STPG370[60℃]の 1.0Sy=191[MPa]とし，(4.11)に代

入すると以下となる。 

 

・S=Sp+(1+α)Sw = 7+(1+0.36)×30= 48[MPa] ≦ 1.0Sy = 191[MPa] (4.12) 

 

 また，継手がある場合には，応力係数も存在する。例えば応力係数を 3 とし，(4.12)

式の自重による応力 Sw に 3 を乗じ，Sw×3=90[MPa]とすると以下となる。 

 

・S=Sp+(1+α)Sw×3= 7+(1+0.36)×90= 130[MPa] ≦ 1.0Sy = 191[MPa] (4.13) 
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 以上のことから，両端単純支持はりで自重による応力 Sw を 30[MPa]程度の配管サポ

ート配置とした場合，発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有する結果となった。 

なお、代表配管に対するサポート支持間隔等の値を以下に示す。 

（サポート支持間隔が最も長くなる配管を選定） 

 

口径  材質  
サポート支

持間隔(mm) 
断面係数  

(mm3) 
配管自重

(N/mm) 
配管自重による応力

(MPa) 

150A/Sch40 STPG370 3780 133662 0.492 7 
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4.7 １～３号機二次系共用ポリエチレン管 

（１） 耐震性  
１～３号機二次系共用ポリエチレン管は、フレキシビリティを有しており、地震変位

による有意な応力は発生しないと考えられる。ポリエチレン管の仕様を以下に示す。  
 

ポリエチレン管仕様  
名 称  仕 様  

１～３号機二次系共用

ポリエチレン管 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当／11.4mm 

150A 相当／16.4mm 

ポリエチレン 

0.5MPa 

40℃ 
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5. エアフィンクーラ  

5.1 １～３号機共用エアフィンクーラ  
（１）耐震性  

１～３号機共用エアフィンクーラについては、屋外に敷鉄板を設置し、敷鉄板にボルト

で固定することで転倒防止策を講じている。これを踏まえ、耐震性の評価としてボルトの

強度が確保されることの評価を行った。 

なお、評価においては水平方向震度を耐震Bクラス相当の評価である0.36G とし、耐震

設計審査指針上の耐震Bクラス相当の評価を行った。 

 

a．ボルトの強度評価  
基礎ボルトの許容応力については、原子力発電所耐震設計技術規程 (JEAC4601-2008)

の供用状態 Cs における許容応力を準用し、ボルトの評価温度は 50℃とみなして、許容

応力を求めた。  

評価結果を以下に示す。算出応力は全て許容応力以下となっている。  
 

（ⅰ）評価方法及び条件  
 

 
 

 

 

 
 

 

 

・評価部位：基礎ボルト  
・考慮する荷重：地震荷重  

・計算に用いる数式  
 

引張力  
機器に発生する引張力Ｆｂは以下の計算式で算出することができる。  

ＧＧＨ
ｂ

－Ｆ－(・ｈＦ ・)Ｗ
＝Ｆ

Ｖ  
  

ここに、ＦＨ：設計水平地震力（ＫＨ・Ｗ） [N] 
ＫＨ  ：設計用水平震度  

Ｗ  ：機器重量  [N] 

ｈＧ  ：据付面より機器重心までの高さ  [mm] 

ＦＶ  ：設計用鉛直地震力（Ｋｖ・Ｗ） [N]  

Ｋｖ  ：設計用鉛直震度（=0）  

 

 
(Ｗ－Ｆｖ) 

機器基礎ボルト 
Ｇ 

 

ＦＨ 

Ｒｂ ｈＧ 

4760 

35
80

 

 ：重心位置 
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  ：検討する方向から見た評価点から機器重心までの距離  [mm] 

  ：検討する方向から見た評価点スパン  [mm] 
 

引張応力  

ｆｂ

ｂ

・ｎＡ
Ｆ

＝σｂ   

ここに、  Ａｂ：ボルトの断面積 [mm2] 

ｎｆ：引張力を受けるボルトの数  
 

 

せん断力  
ＷＫ＝Ｑ ・Ｈｂ  

 

せん断応力  

・ｎＡｂ

ｂＱ
＝τｂ  

ここに、ｎ：せん断力を受けるボルトの数  
    
    

・許容応力：供用状態 Cs における許容応力を適用し、以下の式で設定  

基礎ボルトの許容引張応力 ：1.5ft = min(fto, fts) 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  

ここで、Ｆは日本機械学会 設計・建設規格 JSME S NC1-2005 付録材料図表 

Part 5 表 8 及び表 9 より、以下となる。 

F = min (Sy, 0.7Su) 

Sy：表 8 より 50℃：231 MPa 

Su：表 9 より 50℃：394 MPa 

従って、 

F = min (Sy, 0.7Su) = min (231, 0.7×394) = 231 MPa 

 

基礎ボルトの許容引張応力： 1.5ft = min(fto, fts) = (173,234)  

= 173 MPa 

fto = F/2*1.5 = 173.2MPa → 173MPa 

fts = 1.4×fto－1.6×τb = 1.4×173 – 1.6×5 = 234.2 MPa  

→ 234 MPa 

基礎ボルトの許容せん断応力：1.5fs = 3/F  =  133.3 MPa 

 → 133 MPa 

Ｇ
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（ⅱ）機器要目  
 

 W g hG  

4760[mm] 50995[N] 9.80665 1477[mm] 2380[mm] 

     

nf n Ab KH  

5 20 201.1[mm2] 0.36  

     

Sy Su F   

231＊ [MPa] 
(16mm<径≦ 40mm) 

394＊ [MPa] 
(16mm<径≦ 40mm) 

231[MPa]   

＊保守的な評価となるように‘16mm<径≦40mm’の値を使用。  
 

（ⅲ）評価結果  
 

 算出応力  許容応力  

引張  作用しない  173[MPa] 

せん断  5[MPa] 133[MPa] 

※ 浮き上がりが生じないため引張応力は評価不要  
 

Ｇ
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６．浄化装置  

 6.1 浄化ライン 

 （１）構造強度 

  ａ．配管（１号機鋼管） 

  １号機鋼管については、「設計・建設規格」に基づき、最高使用圧力に対して十分な

厚さを有していることを確認しており、使用済燃料プール循環冷却系における使用条

件に対し、十分な構造強度を有していると評価している。  
 

１号機浄化ライン鋼管の構造強度評価結果※ 1 
 

材料 
外径：D0 

[mm] 

最高使用 

圧力：P 

[MPa] 

許容引張 

応力：S 

[MPa] 

公称 

肉厚 

[mm] 

管の計算上 

必要な厚さ： 

t[mm] 

１号機 

浄化ライン 

SUS316LTP 60.5 1.00 108 5.5 0.28 

SUS316LTP 76.3 1.00 108 5.2 0.36 

SUS316LTP 114.3 1.00 108 6.0 0.53 

SUS316LTP 165.2 1.00 108 7.1 0.77 

※1 長手継手の効率ηは全て 1 
※2 表 -1 に定める値  
 

■ 内圧を受ける直管  

最高使用圧力に対する直管の厚さは、（6.1.1）により計算した値および表-1 に定

める値のいずれか大きい方の値以上でなければならない。 

 

PS
PDt

8.02
0   （6.1.1）  

 

 
 

 

 

 

t：管の計算上必要な厚さ（mm） 

P：最高使用圧力（MPa） 

D0：管の外径（mm） 

S：最高使用温度における「設計・建設規格 

付録材料図 表 Part5 表 5」に規定す

る材料の許容引張応力（MPa） 

η：長手継手の効率で、「設計・建設規格 

PVD-3110」に定めるところによる。 
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（２）耐震性   

 ａ．配管（１号機鋼管） 

（ⅰ）評価条件 

    配管は、基本的に、配管軸直角 2 方向拘束サポートを用いた、両端単純支持

の配管系（両端単純支持はり構造）とする。また、配管は水平方向主体のルー

トを想定し、管軸方向については、サポート設置フロアの水平方向震度を鉄と

鉄の静止摩擦係数 0.52 注）よりも小さいものとし、地震により管軸方向は動か

ないものと仮定する。 

    水平方向震度は、耐震 B クラス相当の評価である 0.36G とする。 

注）日本機械学会編 機械工学便覧 α．基礎編 表 4-1 ,α2-27 

 

（ⅱ）評価方法 

    水平方向震度が静止摩擦係数よりも小さく、地震により管軸方向は動かない

と考えられることから、水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価を考

える。 

    管軸直角方向の地震による応力は、下図に示す自重による応力の震度倍で表

現でき(6.1.2)式で表すことができる。 

 

 ・ 
Z

wLSw
8

2

                           

 

    Sw:自重による応力[MPa] 

    L:サポート支持間隔[mm] 

    Z：断面係数[mm3] 

    w：等分布荷重[N/mm] 

 

（両端単純支持はりの等分布荷重より求まる自重による応力） 

 

 

  ・Ss=αSw                                  (6.1.2) 

    Sw:自重による応力[MPa]    Ss:地震による応力[MPa]  

    α:水平方向震度          

 

また、崩壊制限に「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力

編（JEAG 4601・補-1984)」のクラス 3 配管の供用状態 Ds の場合の一次応力制

限を用いるとすると、地震評価としては(6.1.3)式で表すことができる。 

   

  ・S=Sp+Sw+Ss=Sp+Sw+αSw= Sp+(1+α)Sw ≦ 0.9Su    (6.1.3) 

 

L 
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    Sp:内圧による応力[MPa]    Sw:自重による応力[MPa] 

    Ss:地震による応力[MPa]    S:内圧、自重、地震による応力[MPa] 

    α:水平方向震度          

  

    従って、上記(6.1.3)式を満足するように、配管サポート配置を設定すること

により、配管の崩壊は抑制できる。 

 

（ⅲ）評価結果 

   両端単純支持はりで自重による応力 Sw=40[MPa]の配管サポート配置を仮定する。 

   配管設置フロアの水平方向震度を前述の 0.36、内圧による応力 Sp=10[MPa]、自

重による応力 Sw=40[MPa]、許容応力を SUS316LTP[66℃]の 0.9Su=413[MPa]とし、

(6.1.3)に代入すると以下となる。 

  

・S=Sp+(1+α)Sw = 10+(1+0.36)×40= 64.4[MPa] ≦ 0.9Su = 413[MPa] (6.1.4) 

  

   また、継手がある場合には、応力係数も存在する。例えば応力係数を 3 とし、

(6.1.4)式の自重による応力 Sw に 3 を乗じ、Sw=120[MPa]とすると以下となる。 

 

・S=Sp+(1+α)Sw×3= 10+(1+0.36)×120= 173.2[MPa] ≦ 0.9Su = 413[MPa] (6.1.5) 

 

   以上のことから、両端単純支持はりで自重による応力 Sw を 40[MPa]程度の配管

サポート配置とした場合、発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有する結果

となった。 

   なお、代表配管に対するサポート支持間隔等の値を以下に示す。 

（サポート支持間隔が最も長くなる配管を選定） 

 

口径 材質 
サポート支

持間隔(mm) 

断面係数 

(mm3) 

配管自重

(N/mm) 

配管自重による応力

(MPa) 

150A/Sch40 SUS316LTP 4184.8 133662.25 0.4473 7.33 
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6.2 モバイル式処理装置（塩分除去装置） 

6.2.1 RO 膜装置 

（１）耐震性 

    RO 膜装置及びそれを搭載している車両について、地震による転倒モーメントと自

重による安定モーメントを算出し、それらを比較することで転倒評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H=61878 N･m → 62 kN･m 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L=198717 N･m → 199 kN･m 

 

 

RO 膜装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

RO 膜装置 本体 転倒 0.36 62 199 kN･m 

 

 

m ： 機器質量（12000 kg） 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H ： 据付面からの重心までの距離 

（12000 m） 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

  （12000 m） 

CH ： 水平方向設計震度（0.36） 
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6.2.2 イオン交換装置 

   （１）耐震性 

イオン交換装置及びそれを搭載している車両について、地震による転倒モーメ

ントと自重による安定モーメントを算出し、それらを比較することで転倒評価を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H=34224 N･m → 35 kN･m 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L=123294 N･m → 124 kN･m 

 

 

イオン交換装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

イオン交換装置 本体 転倒 0.36 35 124 kN･m 

 

 

 

 

m ： 機器質量（12000 kg） 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H ： 据付面からの重心までの距離 

（12000 m） 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

  （12000 m） 

CH ： 水平方向設計震度（0.36） 
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